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要旨 
本論文は、日本のCOVID-19対策で用いられた測定枠組みの政策分析を体系的に行い、
サーベイランス指標が感染負荷と死亡リスクの政策関連推計にバイアスをもたらした可能

性を検討する。検討する測定問題は二つ——PCR陽性者数を感染確定者数の代理指標
として使用すること、およびPCR陽性エピソード中の死亡者をCOVID-19の主死因として帰
属すること——である。後者については厚生労働省事務連絡（令和2年6月18日）に「厳密
な死因を問わず」計上するよう明記された計上方法に基づく。第三の問題として、疫学動態

と遅延したサーベイランスアウトプットの間の時間的ズレが政策介入のタイミングに影響し

た可能性を論じる。 

さらに、2020年4月に西浦博教授が発表した約42万人死亡推計——当時の報道では日本
初の緊急事態宣言の根拠とされた——の数理的前提を検討する。岩本康志（2024年、
CIRJE ディスカッションペーパー J-309、東京大学）の分析および古市憲寿（2022年）の公
式提言を主な拠り所として、接触8割削減目標の分析的根拠に方法論的不整合が含まれ
ており、それが厳格な介入閾値を選好する方向に働いた可能性を示す証拠を整理する。 

論文はまた、COVID-19の公式感染経路分類——エアロゾル・空気感染が陰圧室確保と
いう運営上の制約を理由に感染制御標準プロトコルに組み込まれなかった経緯——を検
討する。この誤分類の連鎖が、エアロゾル病原体に対してRCTレベルの集団有効性根拠
を欠く外科用マスクの主要予防行動としての定着に寄与した可能性を論じる（Jefferson et 
al. 2023）。測定問題の遡及的是正を阻んだ制度的条件についても、集団思考（Janis 
1972）・経路依存性（North 1990）の概念を援用しつつ英国SAGEとの国際比較において
検討する。日本の2020年の負の超過死亡（Devanathan et al. 2025）は42万人推計の規
模前提を評価する追加的疫学的文脈を提供する。 

 
キーワード：COVID-19、PCR陽性的中率、サーベイランスバイアス、42万人死亡推計、数理モ
デル、時間的ズレ、空気感染、感染経路分類、パンデミック政策分析、日本、集団思考、経路依
存性、制度的ガバナンス 
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改訂履歴 
v1.0（2026年3月）：初版公開。v1.1（2026年3月）：第3.2節・第6.2節の事実関係修正。42
万人推計モデルの「均一混合SIR」を「3年齢群（0–14歳・15–64歳・65歳以上）を含む年齢
構造SIRモデル」に訂正。v1.2（2026年3月）：一次資料に基づく追加記述。v1.3（2026年3
月）：国会議事録（2020年4月29日）の確認に基づき第3.2節・第6.1節・第6.3節・第7.3節を
修正。v1.4（2026年5月）：引用文献精査に基づく7項目の修正。(1) 第4.1節：死亡集計方
法の一次資料として厚労省事務連絡（令和2年6月18日）を追加。(2) 第2.3節：UKHSA（
2022）をSinganayagam et al.（2020）に差し替え。(3) 第6.7節：Lai et al.（2024）の記述を
原論文に合わせ「fit testingなし・trainingなし（duckbill N95）」に修正。(4) 西浦（2020）参
考文献を4月15日プレス発表と4月22日提言文書に分離。(5) Newsweek Japan（2020）
に掲載日（2020年6月11日）とURLを追記。(6) Cevik et al.（2021）タイトルに副題を復元。
(7) Iwamoto（2026a・2026b）のXポスト参照をCIRJE公式URLおよび慶應義塾大学出版
会改訂章URLに差し替え。（2026年5月）：DOI・PMID追加、表記統一等。 
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1. はじめに 
効果的なパンデミック対応は正確な測定に依存する。疾病負荷を監視するために用いる指

標が系統的バイアスを含む場合、それら指標に合わせて調整された政策対応は——技術
的厳密さと真摯な公衆衛生的意図をもって実施されたとしても——疫学的実態と系統的に
ずれることがある。日本のCOVID-19対応は、この動態の事例研究として注目される。 

パンデミックを通じて、日本の公衆衛生当局・科学的諮問パネル・メディアは主に二つの指

標に依拠した——PCR陽性者数（公表陽性者数）とCOVID-19帰因死亡者数（コロナ死亡
者数）である。厚生労働省事務連絡（令和2年6月18日）は、感染症法に基づく陽性者で
あって入院中または療養中に亡くなった方については「厳密な死因を問わず」死亡者数と

して計上・公表するよう都道府県等に求めた。この計上方式は、COVID-19が主死因でな
い死亡を含む可能性があり、直接的な死亡寄与を過大評価しうる。 

第三の測定問題——時間的ズレ——がこれらのサーベイランスの不確実性を複合させ
た。PCRスクリーニングパイプラインは、真の感染動態とその公式統計への反映の間に系
統的な7〜14日の遅延をもたらす。下水疫学研究（Peccia et al. 2020）は独立した補完的
証拠を提供する。 

2. サーベイランス指標としてのPCR：性能特性と限界 

2.1 感度・特異度・事前確率 
PCR検査は標的核酸配列を増幅し、理論上ごく微量のウイルス物質を検出できる。大規
模サーベイランス手段としての有用性は三つのパラメータに依存する——分析感度（真陽
性の検出能力）、特異度（真陰性の除外能力）、および検査時点での母集団における真の

感染事前確率である。 

2.2 低有病率文脈での陽性的中率（PPV） 
ベイズの定理は、診断検査の陽性的中率（PPV）——陽性結果が真の感染を反映する確
率——が検査特性と母集団有病率の両方に共同依存することを示す。図示的には：特異
度98%と仮定すると、真の有病率が1%の場合PPVは約17%、有病率0.1%ではPPVは約
5%となる。 

2.3 標準化Ct値プロトコルの不在 
日本の公衆衛生当局は、パンデミック中にSARS-CoV-2 PCR検査のCt値カットオフに関
する標準化ガイダンスを公表しなかった。培養ベース研究の証拠によれば、Ct > 35のサン
プルからの感染性ウイルス回収確率は約8%に低下する（Singanayagam et al. 2020）。
この知見は、高Ct陽性が活動的感染性を確実に示さないことを支持する実証的根拠を提
供し、スクリーニング文脈でのCt高値陽性の感染性を問題化している。 

3. 感染者数としてのPCR陽性：概念的・実践的含意 

3.1 「感染者数」への概念的転換 
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日本のパンデミック前の感染症サーベイランスは、臨床症例定義——症状の存在と疫学
的関連性の組み合わせ——を確定感染報告の主要根拠としていた。COVID-19ではPCR
陽性のみに基づく新たな報告カテゴリ「感染者」が採用された。 

4. 死亡帰因方法論と超過死亡の文脈 

4.1 日本のCOVID-19死亡帰因アプローチ 
日本の公式COVID-19死亡者数は、PCR陽性エピソード中に生じた死亡を主死因の臨床
的判定にかかわらず計上する方法論に基づいていた（厚生労働省事務連絡、令和2年6月
18日）。この通知は「新型コロナウイルス感染症の陽性者であって、入院中や療養中に亡く
なった方については、厳密な死因を問わず、死亡者数として全数を公表するようお願いい

たします」と明記した。このアプローチは——国際的にも包括的な部類に入り
——COVID-19が存在するが主死因でない死亡を含めることで、COVID-19の直接的な死
亡寄与を過大評価しうる。 

4.3 文脈的証拠としての超過死亡データ 
査読付き中断時系列分析（Devanathan et al. 2025）は、日本の全死因超過死亡が2020
年に負であったことを示す——すなわち、パンデミック前のトレンド予測より死亡が少な
かった。2021年に超過死亡はプラスに転じ、2022年にピークを迎え、2023年も高止まりし
た。この2020年の負の超過死亡は、42万人推計が想定した最悪シナリオの死亡規模が、
最も厳格な緊急事態対応期に実現しなかったことを示す疫学的文脈を提供する。 

5. 時間的ズレ：サーベイランス遅延と政策タイミング 
PCRスクリーニングパイプラインには複数の遅延が組み込まれている——感染から発症
までの潜伏期（SARS-CoV-2で平均5〜6日）、発症から検査まで、検査処理時間、個別結
果の集計・公表。これらが合計で、真の感染動態と公式サーベイランスアウトプットの間に

約7〜14日の系統的遅延を生む。日本の緊急事態宣言のタイミングを遡及的に推定した
疫学動態と照合すると、宣言がすでに感染がピークを超えた後に発動されるという繰り返

しパターンが示唆される。 

6. 42万人推計：分析的根拠と独立的検証 

6.1 公表の文脈と政策的役割 
2020年4月15日、西浦博教授は記者会見で介入なしの場合に約42万人が死亡するという
推計を発表した（後に同氏自身のNewsweek Japan特別寄稿（2020年6月11日）で確
認）。この数字は広範な報道を受け、緊急事態宣言期の公的・政策的言説において参照点

となった。推計の基礎となるシミュレーションコードは発表時に公開されなかった（古市

2022）。 

公表の文脈のさらなる次元として、政策実施と正式な証拠提示の時間的乖離がある。緊急

事態宣言は2020年4月7日に発令されたが、接触8割削減目標の定量的根拠となった専門
家会議「提言」文書の図2は2020年4月22日まで公表されなかった——宣言から15日後で
ある（新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 2020）。 
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6.3 独立的分析検証：岩本（2024） 
岩本康志（2024年、CIRJEディスカッションペーパー J-309、東京大学、2024年12月改訂）
は、接触8割削減目標を支持した分析の根拠を検討する。岩本は支持分析に5つの具体的
な方法論的不整合を特定する——(1)累積「感染者数」と「新規感染者数」の混同、(2)非対
称な報告遅延の適用、(3)斜めに引かれた閾値参照線、(4)シナリオ比較テキストにおける
「上回る」と「下回る」の入れ替え、(5)一方のシナリオへの削減前日数の非対称な付加。 

2026年3月現在、岩本はこの検討を延長するさらなる分析を公表している——批判への応
答ディスカッションペーパー（岩本2026a、CIRJE-J-315）および岩本（2025）第1章の改訂
版（岩本2026b、慶應義塾大学出版会）。 

7. 遡及的是正が限定された制度的条件 

7.1 メディア報道の構造 
日本の主要メディアはパンデミックを通じてPCR陽性者数とCOVID-19帰因死亡者数を、
第2〜4章で記述した方法論的限界への系統的な文脈化なしに報道した。 

7.4 集団思考・経路依存性・「空気」 
Janis（1972）の集団思考の概念——反対意見の抑圧、全会一致の幻想、反証を割り引く
共有合理化によって特徴づけられる——は日本の専門家会議の観察可能な動態に対応
する。North（1990）の経路依存性理論は「前のめり」の自己承認がなぜ遡及的是正を生ま
なかったかを補完的に説明する。Kuno（2021）は、「空気」という山本七平の概念を援用
し、支配的解釈への社会的圧力がいかに反証を制度的に不可視にするかを文化特定的

に論じる。 

8. 将来のパンデミック備えへの含意 

8.1 サーベイランス指標設計 
将来のパンデミック備え計画は、サーベイランスの臨床・疫学的文脈に適切なCt値閾値を
含む症例定義基準の明示的な事前規定を組み込むべきである。 

8.2 疫学モデルのガバナンス 
42万人推計の経緯は、透明な不確実性定量化なしに政策正当化として直接用いられる単
一モデル・単一チーム推計のリスクを示す。改革勧告には——モデル入力データ品質の
義務的事前精査、中央推計と並んだ信頼区間・感度分析の公表、最悪シナリオとしての明

示的ラベリング、推計精度の義務的遡及的評価が含まれる。 

8.4 死亡帰因の透明性 
COVID-19を直接死因とする死亡とCOVID-19陽性中の死亡を区別した二層死亡報告シ
ステムは、日本のサーベイランスを国際的なベストプラクティスに整合させ、直接的死亡負

荷のより精確な評価を可能にするだろう。 

8.5 制度・ガバナンス改革：国際比較 
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英国のSAGEとの比較は示唆的である。2020年5月から、SAGEはパンデミック中に会議
議事録と支持文書をリアルタイムで公表した。日本の専門家会議・分科会には同等の仕組

みがなかった。日本への具体的改革勧告には——公式諮問体の勧告に並んで少数意見
を公表する正式な仕組み、学術研究のための匿名個人レベルのケースデータのオープン

アクセス公開、主要政策決定を正当化するために用いるモデルの第三者レビュー、および

独立した複数チームによるアンサンブルモデリングの制度的採用が含まれる（SPI-M-Oが
実践するように）。 

9. 結論 
本政策分析は日本のCOVID-19対応における三つの測定問題——感染指標としての
PCR陽性者数の使用、COVID-19への包括的死亡帰因、疫学動態とサーベイランスアウ
トプットの時間的ズレ——に関する証拠を検討した。利用可能な証拠は、これらの問題の
それぞれが日本の緊急事態対応枠組みに情報を与えた感染負荷と死亡リスクの政策関

連推計に潜在的な上方バイアスをもたらした可能性を示唆する。 

42万人死亡推計はこれらの問題の最も重大な収束を表す。日本の2020年の負の超過死
亡（Devanathan et al. 2025）は追加的疫学的文脈を提供する——最も厳格な緊急事態
対応の時期に、全死因死亡はパンデミック前のトレンド予測を下回った。対応の社会的コ

スト——若者への不均衡な規制負担、医療アクセスの制限、経済的に打撃を与えたセク
ター別制限——は、公式なコミュニケーションが示したよりも不確実だった基礎リスクとの
関係が指標に合わせて設定された。パンデミックサーベイランスシステム、科学的諮問ガ

バナンス、データ透明性実践の構造的改革は、将来の公衆衛生上の緊急事態における測

定と政策の整合性を改善するための必要条件である。 
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